
第42回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

ｓａｎｔｅｃ株式会社

表紙



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　３社

・連結子会社の名称　　SANTEC U.S.A. CORPORATION

SANTEC Europe Ltd.

聖徳科(上海)光通信有限公司

(2) 持分法の適用に関する事項

  該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、聖徳科(上海)光通信有限公司の決算日は12月31日であり、その他の連

結子会社の決算日は３月31日であります。連結計算書類の作成にあたり、上記３月31日決算

以外の１社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しており

ます。

(4) 会計方針に関する事項

①　資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。）

なお、組込デリバティブを区分して測定することが出来な

い複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、評価

差額を損益に計上しております。

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）

製品・半製品・仕掛品　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

原材料　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

ハ．デリバティブの評価基準及び評価方法　　　時価法
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②　減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降取得の建物（附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法）を採用しております。

ただし、在外連結子会社については定額法によっておりま

す。

ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

③　引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準に基づき

計上しております。

ハ．役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 4,449,102千円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 11,961,100株 －株 －株 11,961,100株

(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 200,537株 39株 －株 200,576株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配 当 額
基 準 日 効 力 発 生 日

202 0年６月17日

定 時 株 主 総 会
普通株式 117,605千円 10円 2020年３月31日 2020年６月18日

2020年10月30日

取 締 役 会
普通株式 117,605千円 10円 2020年９月30日 2020年12月４日

②　当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議予定
株式の
種 類

配当の
原 資

配 当 金 の
総 額

１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

202 1年６月16日

定 時 株 主 総 会

普通
株式

利益
剰余金

235,210千円 20円 2021年３月31日 2021年６月17日

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　　当社グループは、資金運用については原則短期的な預金に限定し、一時的な余資について

は安全性の高い金融資産で運用しております。また、研究開発、製造、販売を行うための設

備投資計画に照らして必要な資金は自己資金の充当による方針であります。

　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を

行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制をとることでリスク低減を図

っております。

　　有価証券及び投資有価証券は、主に株式と債券であり、主に市場価格の変動リスクと発行

体の信用リスクに晒されておりますが、社内管理規程に基づき、定期的に時価や発行体の財

務状況を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。な

お、投資有価証券の中には、デリバティブを組込んだ複合金融商品が含まれております。

　　デリバティブ取引は、外貨建債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的

とした通貨オプション取引です。デリバティブ取引の管理につきましては、取引権限及び取

引限度を規定し行われております。また、デリバティブ取引の取引先はいずれも信用度の高

い国内の金融機関に分散させており、信用リスクはほとんどないと判断しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

現 金 及 び 預 金 4,207,862千円 4,207,862千円 －千円

受取手形及び売掛金 1,438,622 1,438,622 －

有価証券及び投資有価証券

そ の 他 有 価 証 券 2,219,902 2,219,902 －

　 デ リ バ テ ィ ブ 取 引 △34,154 △34,154 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

①現金及び預金、受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

②有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、取引所の価格もしくは発行体の参考価格によっております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額31,794千円）は、市場価格がなく、かつ将来キ

ャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

３．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる項目については△で示しております。
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５．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項

(1) 賃貸等不動産の概要

　  当社グループは、愛知県小牧市その他の地域において賃貸用研究施設等（土地を含む）を

有しております。

(2) 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

279,287千円 △1,539千円 277,748千円 360,481千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ

く金額であります。

(3) 賃貸等不動産に関する損益

　当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、△13,139千円であります。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 883円14銭

(2) １株当たり当期純利益 94円10銭

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式　　　　　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。）

なお、組込デリバティブを区分して測定することが出来な

い複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、評価

差額を損益に計上しております。

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品　　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）

製品・半製品・仕掛品　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

原材料　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

③　デリバティブの評価基準及び評価方法　　時価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降取得の建物（附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法）を採用しております。

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

③　リース資産　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

②　賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準に基づき

計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　役員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

④　退職給付引当金　　　　　　従業員の退職給付の支給に備えるため、自己都合による期

末要支給額の100％を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。
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２．表示方法の変更

（損益計算書）

　前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めていた「複合金融商品評価益」は、重

要性を勘案し、当事業年度より独立掲記することとしました。

　なお、前事業年度の「複合金融商品評価益」は11,589千円であります。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,419,466千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び債務

①　短期金銭債権 396,964千円

②　短期金銭債務 105,967千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 3,489,064千円

仕入高 804千円

営業費用 307,262千円

営業取引以外による取引高

固定資産 310千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 200,537株 39株 －株 200,576株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
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６．税効果会計に関する注記

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 （繰延税金資産）

退職給付引当金 169,504千円

土地減損損失 36,855千円

たな卸資産評価損 33,347千円

その他有価証券評価差額金 27,157千円

借地権減損損失 18,982千円

減価償却超過額 16,362千円

その他 48,922千円

　繰延税金資産小計 351,132千円

評価性引当額 △308,738千円

　繰延税金資産合計 42,394千円

 （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △48,153千円

その他 △811千円

　繰延税金負債合計 △48,965千円

　繰延税金負債の純額 △6,571千円

７．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
SANTEC U.S.A
CORPORATION

100 役員の兼任 当社製品の販売 2,511,975 売 掛 金 257,948

子会社
聖徳科（上海）
光通信有限公司

100 役員の兼任 当社製品の販売 761,419 売 掛 金 91,521

（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が設定した製品価格に一定料率を乗

じて定めたものを基本とし、取引の内容に応じて個別に交渉の上、決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 775円69銭

(2) １株当たり当期純利益 56円88銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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